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レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社 

 

 

＊当計算書類の記載数値は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 



 

 

貸 借 対 照 表 

(２０１９年３月３１日現在) 

 （単位：千円） 

科            目 金      額 科            目 金      額 

(資産の部)  （負債の部）  

 流  動  資  産         4,321,915 流 動 負 債         2,723,212 
 現 金 及 び 預 金  880,774  預      り      金  35,474 
 前 払 費 用  112,612  未 払 金  668,429 
 未 収 入 金  420  未 払 手 数 料  197,747 
 未 収 委 託 者 報 酬  583,757  未 払 費 用  1,766,612 
 未 収 運 用 受 託 報 酬  2,378,281  前 受 金  54,948 

 そ の 他 未 収 収 益  10,952     
 関係会社短期貸付金  200,000     
 未 収 利 息  294   
 未 収 還 付 法 人 税 等  39,285   
 未 収 還 付 消 費 税 等  115,535   
      
      

固 定 資 産           620,402 固 定 負 債         87,360 
 有  形  固  定  資  産  146,359   退 職 給 付 引 当 金  63,388 
 建 物  134,951   役員退職慰労引当金  23,971 
 器 具 備 品  11,407     

 無  形  固  定  資  産  11,063 負債合計 2,810,573 

 ソ フ ト ウ ェ ア  11,063   
 投 資 そ の 他 の 資 産  462,979 （純資産の部）  
 投 資 有 価 証 券  114,674 株 主 資 本  2,131,744 
 長 期 差 入 保 証 金  64,577  資  本  金  1,000,000 
 前 払 年 金 費 用  17,828   資 本 剰 余 金  226,405 
 繰 延 税 金 資 産  265,899  資 本 準 備 金  226,405 
    利 益 剰 余 金  905,338 
     利 益 準 備 金  23,594 
     その他利益剰余金  881,744 
       繰越利益剰余金  881,744 
       

                                          純資産合計 2,131,744 

資産合計  4,942,317 負債及び純資産合計 4,942,317 

 

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

損 益 計 算 書 

  自 ２０１８年４月    １日 

  至 ２０１９年３月３１日 

 

（単位：千円） 

科  目 金  額 

 

 
 営 業 収 益   16,403,607 

委  託  者  報  酬  12,884,041  
 運 用 受 託 報 酬  3,387,425  

 そ の 他 営 業 収 益  132,141  
 営業費用及び一般管理 費    15,327,353 
 支   払   手   数   料  4,796,984  
 そ の 他 営 業 費 用  7,248,143  
 一 般 管 理 費  3,282,224  

 営  業  利  益    1,076,254 

 営 業 外 収 益    3,167 

受 取 利 息  1,279  

受 取 配 当 金  1,829  

投 資 有 価 証 券 売 却 益  59  

    

営 業 外 費 用    6,527 

為 替 差 損  6,527  

経     常     利     益    1,072,894 

 税 引 前 当 期 純 利 益   1,072,894 

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税   385,547 
 法 人 税 等 調 整 額   16,916 

 当 期 純 利 益   670,430 

 

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

株主資本等変動計算書 

（自2018年4月1日 至2019年3月31日）                                                               （単位：千円） 

 

項 目 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本 

剰余金 
利益剰余金 

株主資本合計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益 

剰余金 
利益剰余金

合計 
繰越利益剰余金 

 

2018年4月1日残高   1,000,000 226,405 23,594 2,011,313 2,034,907 3,261,313 3,261,313 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当 - - - △1,800,000 △1,800,000 △1,800,000 △1,800,000 

当期純利益 - - - 670,430 670,430 670,430 670,430 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） - - - - - - - 

 

事業年度中の変動額合計  - - - △1,129,569 △1,129,569 △1,129,569 △1,129,569 

 

2019年3月31日残高     1,000,000 226,405 23,594 881,744 905,338 2,131,744 2,131,744 

 
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。） 

 



 

個別注記表 

 

（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

1.  資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの・・・  期末日の市場価額等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの・・・  移動平均法による原価法 

 

2.  固定資産の減価償却方法 

有形固定資産 ・・・・定額法によっております。 

           なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物   12年～18年 

器具備品 4 年～8 年 

 

無形固定資産 ・・・・定額法によっております。 

ただしソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

3.  引当金の計上基準 

退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備えるため、退職一時金及び確定給付企業年金につ

いて当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度において発生していると認められる額を計上しております。 

                                            なお、退職給付債務は、簡便法（確定給付企業年金制度においては直近

の年金財政計算上の数理債務に合理的な調整を加えた額をもって退職給

付債務とし、退職一時金制度においては当事業年度末現在の要支給額を

退職給付債務とする方法）により計算しております。また、確定給付企

業年金制度については、年金資産が退職給付債務を超えるため、前払年

金費用を計上しております。 

役員退職慰労引当金･ ･ ･役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 

4.  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資産に係る控

除対象外消費税及び地方消費税は、発生会計期間の費用として処理しております。 

 

（表示方法の変更） 

 

 （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28号 平成 30年 2月 16日）を当

事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しており

ます。 

 

（２）貸借対照表に関する注記 

 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 

建物              259,509 千円 

器具備品                                 198,385千円 

 

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 未払費用                                15,145千円 

 

（３）損益計算書に関する注記 

 

1. 関係会社との取引高 

一般管理費              203,878千円 

       

 



 

（４）株主資本等変動計算書に関する注記 

 

  1. 当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

 発行済株式の種類及び総数に関する事項    

  

株式の種類 当事業年度期首株式数（株） 
当事業年度増加

株式数（株） 

当事業年度減少

株式数（株） 
当事業年度末株式数（株） 

普通株式 78,270 - - 78,270 

 

 2. 配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

2018年 6月 28日 

定時株主総会 
普通株式 1,300,000 16,609.1 

2018年 

3 月 31日 

2018年 

6 月 29日 

2018年 11月 15 日 

取締役会 
普通株式 500,000 6,388.1 

2018年 

9 月 30日 

2018年 

11月 28日 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

次の通り決議する予定であります。 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2019年 6月 26日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 300,000 3,832.8 

2019年 

3 月 31日 

2019年 

6 月 27日 

 

（５）税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産の発生の主な原因は、下記の通りであります。 

退職給付引当金 

未払金 

未払費用 

未払事業税 

ストック・オプション費用 

長期差入保証金 

有価証券評価損 

 

（６）リース取引に関する注記 

   

オペレーティング・リース取引 

 （借主側） 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

1 年以内 147,342千円  

1 年超  36,835千円  

合計 184,178千円  
   

（７）金融商品に関する注記 

    

   1. 金融商品の状況に関する事項 

  （1）金融商品に対する取組方針 

当社は公募及び私募投資信託の設定、運用等の投資信託委託業務及び年金基金等に対して 

投資一任業務を行っております。 

 資金運用については、安全性の高い金融資産で運用し、デリバティブ取引は行っておらず、

投機的な取引は行わない方針であります。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である未収運用受託報酬は、顧客の信用リスクに晒されております。 



 

なお、その一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。また、関係

会社短期貸付金は親会社に対し貸付を行ったものであり、貸付先の信用リスクに晒されております。 

営業債務である未払金、未払手数料、未払費用は、そのほとんどが 1 年以内の支払期日であります。 

また、その一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。 

預金の一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、未収運用受託報酬に関連して、投資顧問業務マニュアルに従い、投資顧問部が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングしております。 

また、財務部が未収運用受託報酬を取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握を図っております。また、係る状況が発生した場合には、速やかに

経営委員会において報告を行っております。 

 関係会社短期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されておりますが、財務部が貸付先の信用格付を

定期的にモニタリングし、期日及び残高の管理を行っております。 

   

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、外貨建ての預金、債権債務に関する為替の変動リスクに関して、経理規定に従い、財務部

が外貨建ての預金及び債権債務残高を把握しております。また、定期的に行われる本社との財務・資

金委員会において報告を行っております。 

 

 2. 金融商品の時価等に関する事項 

   2019年 3 月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。 

（（注） 2. 参照） 

     

                                        （単位：千円） 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金及び預金            880,774            880,774                     - 

（2）未収委託者報酬            583,757            583,757 - 

（3）未収運用受託報酬          2,378,281          2,378,281 - 

（4）関係会社短期貸付金            200,000            200,000 - 

（5）投資有価証券            105,388            105,388 - 

資産計           4,148,201 4,148,201 - 

（1）未払金        668,429        668,429 - 

（2）未払手数料        197,747        197,747 - 

（3）未払費用      1,766,612      1,766,612 - 

負債計       2,632,788      2,632,788 - 

 

 

     （注）1.  金融資産の時価の算定方法に関する事項 

      資産 

（1）現金及び預金、（2）未収委託者報酬、（3）未収運用受託報酬、（4）関係会社短期

貸付金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

（5）投資有価証券 

 上記表の投資有価証券は金銭信託及び投資信託受益証券であります。これらの時価につ

いては帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており、投資信託受益証券に

ついては基準価額を基礎としております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券に関する注記」

をご参照ください。 

負債 

（1）未払金、（2）未払手数料、（3）未払費用 



 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。  

 

（注）2.  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  

                 （単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式            9,285 

 上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため 

「（5）投資有価証券」には含めておりません。 

 

（注）3.  金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 

                                                                                                                          （単位：千円）  

 1 年以内 1 年超 5年以内 

現金及び預金 880,774 - 

未収委託者報酬 583,757 - 

未収運用受託報酬 2,378,281 - 

関係会社短期貸付金 200,000 - 

投資有価証券 

 その他有価証券のうち満期があるもの 
- 63,388 

合計 4,042,813 63,388 

 

（８）関連当事者との取引に関する注記 

 

1.  親会社    
          （単位：千円） 

属性 会社等の名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
レ ッ グ ・ メ イ ソ ン ・  

インク 

被所有 

直接 100％ 

資金の貸付 

ストック・ 

オプション 

費用の負担 

資金の貸付 

（注 1） 
200,000 

関係会社 

短期貸付金 
200,000 

諸経費の支払 

（注 4） 
203,878 未払費用 15,145 

 

2. 兄弟会社 
（単位：千円） 

属性 会社等の名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の 

子会社 

ウエスタン・アセット・

マネジメント（株） 
- 

投資顧問契約 

役員の兼任 

オフィスの賃借 

委託調査費の

支払（注 2） 
87 未払費用 8 

不動産賃借料

等の支払 

（注 4） 

6,689 - - 

親会社の 

子会社 

ウエスタン・アセット・

マネジメント・ 

カンパニー・エルエルシ

ー 

- 
サービス契約

投資顧問契約 

その他営業収

益の受取 

（注 3） 

27,492 
その他 

未収収益  
2,275 

委託調査費の

支払（注 2） 
490,082 未払費用 46,767 

親会社の 

子会社 

ウエスタン・アセット・

マネジメント・ 

カンパニー・リミテッド 

- 
サービス契約 

投資顧問契約 

委託調査費の

支払（注 2） 
87,307 未払費用 8,449 

親会社の 

子会社 

ウエスタン・アセット・

マネジメント・カンパニ

ー・ピーティーワイ・ 

リミテッド 

- 投資顧問契約 
委託調査費の

支払（注 2） 
1,155,615 未払費用 163,546 



 

親会社の 

子会社 

ウエスタン・アセット・

マネジメント・カンパニ

ー・ディーティーブイエ

ム・リミターダ 

- 投資顧問契約 
委託調査費の

支払（注 2） 
227,817 未払費用 18,743 

親会社の 

子会社 

クリアブリッジ・ 

インベストメンツ・ 

エルエルシー 

- 

サービス契約

投資顧問契約 

役員の兼任 

その他営業収

益の受取 

（注 3） 

72,803 
その他 

未収収益 
5,481 

委託調査費の

支払（注 2） 
340,391 未払費用 25,104 

親会社の 

子会社 
QS インベスターズ・  

エルエルシー 
- 投資顧問契約 

委託調査費の

支払（注 2） 
99,198 未払費用 11,935 

親会社の 

子会社 

ブランディワイン・グロ

ーバル・インベストメン

ト・マネジメント・エル

エルシー 

- 
投資顧問契約 

役員の兼任 

委託調査費の

支払（注 2） 
1,679,781 未払費用 1,151,499 

親会社の 

子会社 

レッグ・メイソン・ 

＆カンパニー・ 

エルエルシー 

- サービス契約 

調査費・諸経

費等の支払 

（注 4） 

184,889 

前払費用 13,394 

未払費用 17,575 

親会社の 

子会社 

レッグ・メイソン・アセ

ット・マネジメント・ 

オーストラリア・リミテ

ッド 

- 

サービス契約

投資顧問契約 

役員の兼任 

その他営業収

益の受取 

（注 3） 

11,312 
その他 

未収収益 
748 

委託調査費の

支払（注 2） 
2,384,090 未払費用 178,125 

親会社の 

子会社 

エントラストパーマル・

リミテッド 
- サービス契約 

その他営業収

益の受取 

（注 3） 

3,296 
その他 

未収収益 
822 

親会社の 

子会社 

ロイス・アンド・アソシ

エイツ・エルピー 
- 投資顧問契約 

委託調査費の

支払（注 2） 
3,747 未払費用 2,607 

親会社の 

子会社 

マーティン・カリー・イ

ンベストメント・マネジ

メント・リミテッド 

- サービス契約 

その他営業収

益の受取 

（注 3） 

16,849 
その他 

未収収益 
1,624 

 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 

（注１）貸付金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

（注２）委託調査費の支払は国内投信及び年金基金等に係る運用・助言業務の再委託に対する支払であります。料率は関係会社

間で協議の上合理的に決定しております。 

（注３）その他営業収益の内容はグループで発行しているファンドの販売支援等のサービス報酬であります。料率は関係会社間

で協議の上合理的に決定しております。 

（注４）諸経費の支払は、当社の役員・従業員に付与されるストック・オプション等の当社費用負担額であります。不動産賃借

料等の支払は、本社オフィスの賃貸借契約における当社負担額であります。調査費・諸経費等の支払はテクノロジー

サービス費用・マーケットデータ利用料・保険料等の当社負担額であります。負担額は関係会社間で協議の上合理的

に決定しております。 

（注５）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

（注６）ウエスタン・アセット・マネジメント・カンパニーは 2018年 5月にウエスタン・アセット・マネジメント・カンパニ

ー・エルエルシーへ商号変更しました。 

 
 

（９）1株当たり情報に関する注記 

 

1. 1株当たり純資産額     27,235円 78銭 
 

なお、純資産の部の合計額は 2,131,744千円、１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の期末株式数は 78,270株であります。 

 

   2. 1株当たり当期純利益       8,565円 61 銭 

 

 なお、当期純利益の額は 670,430千円、１株当たり当期純利益の算定に用いられた普通株式の

期中平均株式数は 78,270株であります。 



 

 

（１０）重要な後発事象に関する注記 

 

該当事項はありません。 

 

（１１）有価証券に関する注記 

 

その他有価証券 

 貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

金銭信託 

貸借対照表計上額  63,388 千円 

取得原価      63,388 千円 

差額                  - 

投資信託受益証券 

貸借対照表計上額   42,000 千円 

取得原価       42,000 千円 

差額                   - 
 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 9,285千円）については、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、上記「その他有価証券」には含めておりません。 

 

（１２）退職給付に関する注記 

 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付企業年金制度と退職一時金制度を併用して

おります。 

確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給します。 

退職一時金制度では、退職給付として賞与のうち一定額を留保した金額を一時金として支給し

ます。 

確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び資産並び

に退職給付費用を計算しております。 

 

2. 確定給付制度 

 (1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

退職給付引当金の期首残高 63,380千円 

退職給付費用  113,399千円 

退職給付の支払額 -千円 

前払年金費用 △7,035千円 

制度への拠出金 △106,355千円 

退職給付引当金の期末残高 63,388千円 

 

(2) 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る資産及び負債の調整表 

積立型制度の退職給付債務   995,061千円 

年金資産 △1,012,889 千円 

 △17,828 千円 

非積立制度の退職給付債務 63,388千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 45,560千円 

退職給付引当金 63,388千円 

前払年金費用 △17,828 千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額   45,560千円 

 

(3) 退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用                       113,399 千円 

                 

（１３）ストック・オプション等に関する注記 

 

1. ストック・オプション等に係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

一般管理費           203,878千円 

 



 

2. ストック・オプション等の内容 

当社は、親会社であるレッグ・メイソン・インクの株式報酬プランに基づき当社の役員等が受

領する株式報酬にかかる費用を負担しておりますが、これらの費用については、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第 8号 平成 17 年 12月 27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 11号 平成 18 年

5 月 31日）に準じた方法により会計処理をしております。 

 

（１４）資産除去債務に関する注記 

   

1. 当該資産除去債務の概要 

 当社は、本社オフィスの賃貸借契約において、建物所有者との間で賃室賃貸借契約を締結して

おり、賃借期間終了時に原状回復する義務を有しているため、契約上の義務に関して資産除去債

務を認識しております。 

  

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を 75 ｹ月と見積り、資産除去債務の金額を計算しております。 

なお、当該賃貸借契約に関連する差入保証金が計上されているため、当該差入保証金の回収が最

終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用計

上し、直接減額しております。 

 

3. 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

  

期首における資産除去債務認識額 101,623千円 

 有形固定資産の取得に伴う増加額 - 千円 

 その他増減額（△は減少） 27,509千円 

 期末における資産除去債務認識額 129,132千円 

 
 


